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　　　This　study　is　based　on　an　analysis　of　over　7000　references　drawn　from　430　articles　of　a

Japanese　journal，　the　lournal　of　economics　（Univ．　of　Tokyo；　Keigaigaku　ronshu）　in　the　period

1931－44，　with　the　aim　of　discovering　the　nature　of　materials　used　by　Japanese　economists　and

showing　what　they　regarded　as　the　important　works　in　economics　in　pre一　and　mid－war　Japan．

　　　It　was　found　that　1）　26．5　per　cent　of　all　references　were　to　‘journals’，　i．e．，　the　relative　im－

portance　of　the　nonperiodical　literature　was　considerably　great．　2）　67．8　per　cent　of　all　references

were　in　foreign　languages：　38．80fo　i’n　German，　24．190　in　English，　and　4．｛％　in　other　languages．

Japanese　economi’sts　depended　greatly　upon　research　materials　in　foreign　languages，　especially

in　German．　3）　18　Japanese　titles　covered　more　than　50％　references　to　domestic　journals，　and

14　foreign　titles　to　foreign　journals．　4）　the　median　citation　age　of　the　refer，ences　to　‘journals’

was　4．2　years　old．　5）　Japane．q．e　economists　depended　greatly　upon　research　works　of　foreign

economists，　especially　of　Werner　Sombart　and　of　Joseph　Alois　Schumpeter．
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引用文献分析：経済学

　E．引用雑誌の引用数と誌数：「戦前期」

　F．引用雑誌文献の年齢：「戦前期」

IV．調査結果と分析一わが国の経済学史との関連で一

V．おわりに

1．はじめに

　論文の中で典拠を明らかにするということは，決し

て論文に箔をつけるための装飾としてではない。それ

は，そこで述べられていることが正しい事実認識に立

っているか否かを検証する手段を読者に与え，さらに

それをもとにして読者自身で研究を進める機会を与え

るという意義をもつ。いいかえれば，1人の研究者の

業績をもとに他の研究者の業績が積み上げられて行く

という，学問本来のあるべき姿への扉を開くものなの

である。1）

　科学の特徴は，累積的性格を持つこと，即ち研究者の

業績は他の研究者の業績の上に積みあげられていくこと

にある。そしてこの“学問上の煉瓦積み”2）の最も端的

な現れが“2つのドキュメント，つまり引用しているド

キュメントと引用されているドキュメントとの問の結び

つきを表現している”3）引用文献・参考文献（以下，一括

して引用文献と呼ぶ）である。

　そこで，本稿では，引用文献が①その文献の利用を示

すとともに②その研究業績への依拠も示すとの仮説をも

とに，引用文献分析によって，1930年代から1940年代半

ばにかけての，いわば戦前・戦中期のわが国の経済学者

の文献利用パターンと，当時のわが国の経済学者が依拠

していた研究業績を明らかにすることを試みた。

　引用文献分析は，1927年Scienceで発表されたGross

and　Grossの論文4）以来約50年の歴史を持ち，その間非

常に多くの論文が発表されている。そのなかで，経済学

を扱ったものには，わが国の経済学を対象に近代経済学

派とマルクス経済学派の2グループに分けて考察した宮

地の調査，5）「季刊理論経済学」及び「経済理論学会年

報」をそれぞれ調べた中村の調査6）・7），一橋大学経済研

究所の教官の発表論文を対象にした宮地・金沢の調査，8）

欧米の経済学雑誌9誌を対象にしたFletcherの調査，9）

アメリカの経済学雑誌5誌を対象としたLovellの調

査，10）等が存在する。

　また，引用文献分析に限られてはいないが，書誌的ト

ゥールを利用した経済学史の研究として，代表的な

Stiglerの論文，11）索引等を利用したBronfenbrenner

の論文，］2）アダム・スミス書誌を利用した山崎の論文，13）

翻訳書誌の利用に関するCarpenter　and　Redlichの論

文，14）蔵書目録データベースを利用した松田・松井，15）

松田の論文，16）等が存在するので参考とされたい。

II．調査対象と方法

A．調査対象とその範囲の限定

　調査対象誌として東京大学経済学会の機関誌「経済学

論集」を選び，対象期間を1931（昭和6）年から1944（昭

和19）年までと，1972（昭和47）年から1976（昭和51）

年までとした。「経済学論集」の巻号で表わすと，新巻

第1巻第1号から同第14巻第4号までおよび同仁37巻第

4号から同第42巻第3号までとなる。　「経済学論集」を

選び，また期間をそう定めた理由は，執筆者及びその機

関の研究活動に関する文献と経済学虚心に日本経済学史

の研究成果を利用できることである。なお，1972－76年

を含んでいるのは，戦後，特に最近のデータを参考にで

きるようにするためである。

　「経済学論集」17）は，通例いわゆる「旧巻」と「新

巻」とに区別されている。「旧巻」は季刊を原則に1922

（大正11）年6月発刊され，1930（昭和5）年9月差で

継続刊行された。同年秋の経済学会の改組に伴い，1931

（昭和6）年4月「新巻」となって，月刊を原則に新しく

スタ・一トした。そして，1944（昭和19）年4月号を最後

に第2次大戦による空襲のために刊行の中断を余儀無く

されるまで1度の例外を除いて月刊ペースで継続刊行さ

れている。1度の例外は，1939（昭和14）年1月の「平

賀粛学」の影響で1号分刊行されなかったためで，第9

巻は全11号となっている。なお，第1巻は4月発刊によ

り全9号，第14巻は4月で中断したため全4号となって

いる。戦後，1946（昭和21）年1月に再刊されたが，定

期刊行には程遠い状態が続き，1963（昭和38）年の第29

巻からやっと年4回の定期刊行を実現し，今日に至って
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いる。

　以上のことから判るように，2つの調査対象期間，即

ち1931（昭和6）年の第1巻第1号から1944（昭和19）

年の第14巻第4号まで（以下，これを「戦前期」と略す）

と1972（昭和47）年の第37巻第4号から1976（昭和51）

年の第42巻第3号まで（以下，これを「戦後期」と略す）

の間では，発行頻度が「戦前期」では月刊，「戦後期」で

は季刊と異なっているので注意する必要がある。

B・使用した方法と基準

　今回の調査では，次の6項目を調査項目とした。

　　①引用文献数

　　②引用文献の形態

　　③言語別利用率

　　④引用雑誌の発行国別利用率

　　⑤引用雑誌の引用数と誌数

　　⑥引用雑誌文献の年齢

　次に，作業上及び集計上の基準を設定したが，それは

以下のようなものである。

　①調査対象を「経済学論集」に掲載された日本人執筆

　　の「論文」に限った。ここで言う「論文」とは，

　　「経済学論集」の編集者が“時論”，“展望”，“資料”

　　“紹介”等，と区別されるものとして“論文”のも

　　とに掲載した論文を言う。

　②引用文献を「論文中に現われたところの，文献の利

　　用を示す書誌的記載」と見倣し，その際，その書誌

　　的記載によって文献をアイデンティファイできるこ

　　とを条件とした。そのため，引用文献の記載場所

　　（例えば，脚注，割注，表の注，本文，参考文献，

　　等）に制限を設けなかった。

　③引用文献で，論文が同一論題名のもとに何号かに渡

　　って分割掲載されていた場合，年を単位に，同一年

　　中であれば何回分割されていようと1論文に，2年

　　に渡っていれば2論文という風に数えた。

　④「戦前期」の場合，調査項目に応じて，集計単位

　　に，延論文数（分割された論文を分割されたまま1

　　論文と数えた場合の論文1数）430篇を用いた時と実

　　質論文数（分割された論文をまとめて，完全になつ

　　たものを1論文と数えた場合の論文数）351篇を用

　　いた時がある。つまり，延羽文数を用いた場合，年

　　＝巻ごとの集計は容易であるが，部分的に重複した

　　文献が生じてしまう。他方，実質論文数を用いた場

　　合，重複した文献は生じないが，年＝巻ごとの集計

　　は困難である。そこで，調査項目の①引用文献数，

一一@51　一

　②引用文献の形態，③言語別利用率，⑥引用雑誌文

　献の年齢に関しては，部分的な重複文献の存在より

　も，年＝巻ごとの集計を重視して前者を，調査項目

　の④引用雑誌の発行国別利用率，⑤引用雑誌の引

　用数と丁数に関しては，部分的な重複でも存在して

　いると集計結果に影響を与えるので後者を，採用し

　た。

⑤翻訳書の場合，原書の記載があっても，翻訳された

　言語のところでだけ，数に入れた。

⑥引用文献の形態を区分する際に，「その他」のとこ

　ろには，レポート類統計，レファレンス・ブック，

　新聞，その他の文献を入れた。

⑦反覆引用は数に入れない。即ち，同一論文のなかで

　　O　100　200　300　400
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特定文献が何回引用されていようと，その特定文献

の引用数は1点と数えた。

III．集計結果と分析

A．引用文献数

　「経済学論集」の「戦前期」に掲載された論文430篇

と「戦後期」に掲載された論文63篇の引用文献を調査し

た結果，「戦前期」で7699点，「戦後期」で1359点の引

用文献を得た。その引用文献数を各年ごとに分けて示し

たものが第1図である。前に述べたように，1931（昭和

6）年の第1巻は創刊年で4月に発行され始めたために

全9号であること，1939（昭和14）年は「平賀粛学」の余

波で1号分欠けていること及び1944（昭和19）年は空襲

によって4号を最後に発行が不可能になったことを考慮

に入れても，ほぼ1934（昭和9）年をピークにした，ゆ

るやかな山型のグラフを描いている。

　しかし，各年ごとの号数及び掲載論文数に違いがあ

り，しかも論文のAO　・一ジ数は個々の論文単位においては

言うまでもなく，年単位でみてもかなりの開きが存在す

る。（「戦前期」の場含，年単位で，1論文当り44．63ペ

ージから26．40　■o　一．ジまで。）　そこで，共通の尺度を得

る目的で，「戦前期」に関して各年ごとに10ページ当り

に引用されている文献の平均点数を求め，1論文当り平

均引用文献数と一緒に表わしたものが第2図である。

30

20

ユ0

平
均
引

用

文
献
数

。

　これによれば，論文当り平均引用文献数の場合には

1934（昭和9）年・第4巻の28．67点をピークに，10ペ

ージ当り平均引川文献数の場合には1933（昭和8）年・

第3巻の7．65点をピークに，多少の変動はあるものの漸

減傾向にあり，特に1942（昭和17）年・第12巻から1944

（昭和19）年・第14巻までの期間では，それぞれ10点台，

3点台に落込んでいる。この漸減傾向の要因として，当

時の社会政治状況のもとで研究者の研究環境が段々悪化

していったことと共に，わが国の経済学が単なる外国の

経済学の導入・紹介の段階から脱し始めたこと18）を考え

ることができるであろう。なお，「戦後期」全体の論文

当り平均引用文献数と10ページ当り平均引用文献数は，

それぞれ21．57点，4．76点19）であった。

　ここで，自著引用文献について触れておこう。各年ご

との自著引用文献数は第1図に示しておいたが，この自

著引用文乱数は，全体の6．61％　（「戦前期」），8．03％

（「戦後期」）を，　日本語文献の17．98％　（「戦前期」），

15．55％（「戦後期」）を占めていた。この割合はそれ程高

いものではないが，20）調査項目のうちの⑤引川雑誌の引

用数と誌数，⑥引用雑誌文献の年齢，に対して大きな影

響を与えているので，以下の集計結果は，特に断わらな

い限り，自著引用文献数を含まない引用文献数7190点

（「戦前期」），1258点（「戦後期」）を基にしている。

B．引用文献の形態

一
28．67　’

一一一・一 P論文当り平均引用文献数

〆＼ 10ページ当り平均引用文電工
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第2図　論文当り平均引用文献数・10ページ当り平均引用文献数：「戦前期」
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o％

雑誌
「戦前期1

　　　　26．52全体．

第1巻　　2386
　1931
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　1933
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知2巻
　　　18．02　1942
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その他
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　62．56　1　18．49
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図、ll： その他
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第37－38巻
　　　　11・85　1　n　61・85　1　　　　　26・30

　1972　一第38　一　39巻

　　　　　22．40　1　68．31　19．29　1973

　　　　　　　　一．　’．．　6．15第39－40巻

　　　　　28．72　1　65．13　1974

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4．72第40－41巻

　　　　　　　46．22　1　49．06　1975

第41－42巻

　　　　　25．81　1　64．51　19．68　1976

第3図　形態別利用率

　研究者が研究の過程で利用する文献の形態に関しで一

般に，科学技術分野では定期刊行物が図書に比べ非常に

頻繁に利用され，社会科学分野になると図書の比重が定

期刊行物のそれを上廻り，人文科学分野においては図書

の比重が圧倒的部分を占めると言われている。21）今回の

調査結果もその例外ではなく，図書の割合が雑誌のそれ

を常に上廻っていた。

　第3図は，形態を雑誌，図書，その他に分けて，各年

ごとにその割合を表わしたものである。これによれば，

雑誌対雑誌以外の割合は，「戦前期」全体で26．52％対

73．48％，「戦後期」全体で29．65％対70．35％となり，雑

誌の占める割合が「戦後期」に高くなっている。このこ

とから，情報源として雑誌の占める役割が「戦後期」に

増大したと結論することは早計であろう。それと言うの

も，1975年の論文のなかで，1人の研究者が20世紀初期

の雑誌を歴史的資料として大量に利用したために，「戦

後期」の集計結果がその影響を受けているからである。

　しかし，欧米の主要な経済学専門誌を対象とした

Love11の調査22）では，雑誌論文の利用が52．4％と過半数

を占め，“雑誌論文が，主要な専門誌に執筆している経

済学者によって引用される出版物の主要なタイプであ

る”と指摘されているし，またFletcherの調査23）でも，

雑誌の占める割含が，1950年，1960年，1968年にかけて

42．6％→44．9％→47．3％と高くなっていること，及びこ

の割合は社会科学では稀であることから，経済学が科学

技術により類似し，非常に雑誌意識が強く（journa1－

conscious）しかもますますそうなっていることが指摘

されている。これらの指摘は，わが国の経済学を対象と

した今回の調査，宮地24），宮地・金沢25）の調査結果と逆

になっている。このことは，わが国の経済学者の研究関

心・研究方法と欧米の経済学者のそれとの違いを反映し

ているように思われる。

C・言語別利用率

　近代日本の科学の歴史の大きな部分が西洋の科学の輸

入・紹介・咀囑の歴史であったことから，わが国の研究

者の，外国語文献への依存度が高いことは当然予想され

るところである。わが国の経済学においてもこの例外

ではなく，調査の結果，日本語文献と外国語文献との比

率は，「戦前期」で32．23％対67．77％，「戦後期」で

47．54％対52．46％と，外国語文献の利用が日本語文献の

それを上廻っている。しかも，日本語文献のうち，「戦

前期」において8．68％，「戦後期」において12．37％を

占める翻訳書を考慮に入れるならば，本来の日本語文献

の割合は先の数字よりも小さいものとなる。なお，日本

語文献の占める割合が「戦前期」に比べ，「戦後期」の

方が大きくなっていることは，わが国の戦後の経済学の

研究水準の上昇を物語るものであろう。

　言語を，口本語，ドイツ語，英語，その他の言語に分

け，それぞれの占める割合を年ごとに表わしたものが第

4図である。ここで特徴的なことは，第1に，「戦前期」

に最も大きな割合（38．75％）を占めていたドイツ語文献

の利用が，「戦後期」には0．95％と激減したこと。第2

に，英語文献の利用が「戦前期」の24．14％から「戦後

期」の51．43％へと大幅に増えていること。26）このドイ

ツ語文献の利用の激減と英語文献の利用の大幅な増加と
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。％一一一一「一「一。。％
日本語

25　9／o 　50　9／o

ドイツ語 英語　その他
「単5～肯f∫其月

S体」 @3223　　3875　，2414
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／4，88
第1巻　　2168　　　　3446　　　　　　3446　　　940

　1931　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　一一　　　515・

第2巻　　　2970　　　　　　　　5788　　　　　　727
　1932
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　636一，
第3巻　　2101　　　　　　　5059　　　　　　2204

　1933．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　608一一L
第4巻　　2284　　　　　　　5392　　　　　　1716

　1934
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ら　　し
第5巻　　3529　　　　3790　　　2173

　1935
　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　607－r
第6巻　　　　3715　　　　　　2811　　　　　2867

　1936　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ　　ユ
第7巻　　4383　　　　3628　　1879

　1937
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　334一’
　第8巻　　　　3495　　　　　　　4181　　　　　1990
　1938
　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　452マ

　第9巻　　　　4297　　　　　　　3668　　　　1583
　1939
　　　　　　　　　　／　　　　　　　　　　　　　620げ

　第10巻　　3534　　　1917　　　3929
　1940　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　319ニモ

第11巻　2085　　　4021　　　　3575
1941

第12巻　　　　3372
1942　．

第13巻　　　　　　4793
1943

第14巻　　　　　　　　　36　17

1944

　　　　　　　　　　　ら　　　　　　　　　　174一＝
24　42　　　　　　　　　　　　　　　40　12

　　　　　　　　　413一一’
　　　22　04　　　　　　　　　　25　90

’　　ノ　　　　　　　　　　　　！／　　　　　　　　　　　　1　07　　、

　28　72　　　　　　　　　　　　　34　04

その他
O．08

は出来ないであろう。28）

　第3に，「戦前期」は別として，「戦後期」においてそ

の他の言語の占める割合（0．08％）が，宮地の調査29）

（8．15％）に比べ非常に小さいことである。なお，「戦

前期」・「戦後期」を通じて，翻訳書を除いてロシア語文

献の利用は存在しなかった。

D・引用雑誌の発行国別利用率

　引用文献の言語別利用率から国別の文献利用率を求め

ることはできない。そこで，発行国を知ることの比較的

容易な雑誌をとりあげ，引用雑誌の発行国別の利用率を

みることにする。第1表は「戦前期」に関して，第2表

は「戦後期」に関して，それぞれ引用雑誌の誌数の多い

順に発行国を並べたものである。

　日本の誌数が「戦前期」で184誌〈49．86％〉，「戦後期」

で52誌〈45．22％〉と最も多いこと，つまり利用された雑

誌の種類が多いことは，調査対象が日本の雑誌であり，

日本の雑誌を容易に入手できることから当然の結果であ

る。ここでも，言語別利用率におけるのと同様に，ドイ

ツの雑誌の激減（73誌〈19．78％〉・667回く35．76％〉

から1誌〈0．87％〉・1回〈0．27％〉）とアメリカの雑

誌（46誌〈12．47％〉・184回〈9．87％〉から41誌く35．65

　　　　　ドイツ言吾
日フド言吾　　　095

「戦後期」

　全体

第37－38巻

　1972

第38－39巻

　1973

第39　一　40巻

　1974

第40－41巻

　1975

第41－42巻

　1976

47．54 51．43

”“ 泣п@　111
o．ooA

65．19 33．70

O．55一　」．一r一一”’ o．oo

39．89 59．56

桟ミャ．　　103’ o．oo

57．95 41．02

1．18r　．L；’r　’一1＝ O．24

33．25 65．33

竃曹旨窒匙一 @　　　　〇’54 o．oo

51．07 48．39

第4図　言語別利用率

いうことが，わが国の経済学者一般の戦争をはさんだ文

献利用パターンの変化のうちで，最も大きなものであろ

う。残念なことに，戦後1945年から1971年までのデー

タを持っていないので，英語文献とドイツ語文献の比重

が決定的に逆転した時期を明らかにすることは出来ない

が，．今回の調査結果でみる限り，既に1940年から1944年

の時期に逆転している。しかし，この時期はヨーロヅパ

でも，日本でも戦争下にあったために，この逆転の原因

を，1930年代に経済学の流れが大きく変わり，その中心

地がヨーnッパ大陸，特にドイツ，オーストリアから，

イギリス，アメリカに移ったこと27）にのみ求めること

第1表引用雑誌の発行国別利用率「戦前期」

発　行　朝

日

ド

ア

イ

フ

イ

三

二

ラ

タ

イ

オーース　　リ

中　華

ス　　　イ

日日ストラリア
ベ　ル　ギ　e一・・一

宿　ラ　ン　ダ

カ　　ナ　　ダ

総論

リ

リ

ン

リ

ト

民

本

ツ

カ

ス

ス

ア

ア

国

ス

計

誌　　数

誌
184

73

46

22

13

　5

　4

　4

　4

　2

　1

　1

　1

　6

　2

　1

369

　90
49．　86

19．78

12．47

5．　96

3．　52

1．　36

1．　08

1．　08

1．　08

0．　54

O．　27

0．　27

0．　27

1．　63

0．　54

0．　27

利用数

回　　％
5881　31．53

6671　35．76

1841　9．87

2541　13．62

291　1．55

141　O．75

961　5．15

　91　’　O．48

　71　O．38

　21　O．11

　21　O．11

　11　O．05

　11　O．05

　81　O．43

　21　O．11

　11　O．05

1865

1誌当
り平均
利用数

　回
3．　20

9．　14

4．　00

11．　55

2．　23

2．　80

24．　00

2．　25

1．　75

1．　00

2．　00

1．00

1．　00

1．　33

1．　00

1．00
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第2表引用雑誌の発行国別利用率「戦後期」

発　行　国

日

ア　　メ　　リ

イ　ギ　　リ

オ　　ラ　ン

カ　　　ナ

ド　　イ

スウェーデ
アメリカ・イギ
リス

不　　　　　明

本

辞

ス

ダ

ダ

ツ

ン

計

誌　　数

誌i

52

41

13

1

1

1

1

1

4

115

　90
45．22

35．　65

11．　30

O．　87

0．　87

0．　87

0．　87

0．　87

3．　48

利用数

回

103

132

125

　2

　1

　1

　1

　1

　7

　90
27．　61

35．　39

33．　51

O．　54

0．　27

0．　27

0．　27

0．　27

1．　88

1誌当
り平均
利用数

373

　回
1．　98

3．　22

9．　62

2．　00

1．　00

1．　00

1．　00

1．　00

1．　75

％〉・132回〈35．39％〉）及びイギリスの雑誌（22誌

〈5．96％〉・254回〈13。62％〉から13誌〈11．30％〉・

125回〈33．51％〉）の大幅な増加を認めることができる。

E・引用雑誌の引用数と誌数：「戦前期」

　引用文献数をその文献の利用度を示す1つの指標と考

え，その仮定を前提に，当時の経済学者が頻繁に引用し

ていた雑誌をリストし，どの雑誌に重きが置かれていた

かをみることにしよう。

　20回以上引用された23誌を第3表に示した。その際，

引用された論文の発表年を5年ごとに区切って表示し，

その雑誌の生産性の高かった時期（後に引用されるよう

な論文を多く掲載していた時期）を知るうえでの手がか

りとした。更に，20回未満9回以上引回された24誌を

Appendixに挙げておいた。

　第3表の上位23誌のなかにも，1人の研究者が集中的

に利用したために順位が上っている雑誌（14位の「牧畜

雑誌」，18位のFairPlay，21位の「日本畜牛雑誌」）が

入っているように，評価としてそのまま信頼できるもの

ではない。しかし，この調査の目的が雑誌の評価にある

のではないということを確認しておけば，このリストで

も参考データを提供する’ものと考えることができる。30）

　上位23誌を発行国別に分けてみると，ドイツが10誌，

日本が5誌，イギリスが4誌，アメリカが3誌，オース

トリアが1誌となる。このことから，ドイツの雑誌の重

要性が窺われる。なお，第1位のオーストリアの雑誌で

あるZeitschrift　ftir　IVationalOkonomieは，当時“名実

ともに国際的に最も権威ある理論経済学の学術雑誌”31）

であったと評価されている。

第3表引用雑誌順位リスト（20回以上）「戦前期」 （単位　回）

順位 階 名（発行国）

1．

2．

3．

4．

5．

5．

7．

8．

9．

10．

Zeitschrift　fUr　National一　i）

　6konomie．（オーーストリア）

Economic　Journal．

　（イギリス）

Archiv　fUr　Sozialwissenschaft

　und　Sozialpolitik．（ドィッ）

Schmollers　Jahrbuch　fUr

　Gesetzgebung．（ドイツ）

Deutsche　Volkswirt．

　（ドイツ）

JahrbUcher　fUr　Nationa16konomie

　und　Statistik．（ドイツ）

経済論叢（日本・京都大）

Quarterly　Journal　of

　Economics．（アメリカ）

経済学論集（日本・東京大）

Schriften　des　Vereins　fUr

　Sozialpolitik．（ドイツ）

？

1

1

1900
以前

5

6

4

10

11

3

2

Ol－10

13

6

4

3

5

3

11一一20

14

7

20

2

6

2

9

1

21一一25

3

5

10

8

4

3

5

2

3

26－30

14

20

22

24

1

11

15

5

4

5

31－35

40

26

8

2

24

9

11

6

20

23

36－40

4

14

20

3

15

8

8

41－45

2

5

合計

93

79

71

50

47

47

46

41

39

37
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（前のページのつづき）

順位 誌 名（発行国）

11．　Journal　of　Political

　　　EconOlny．（アメリカ）

12．　Weltwirtschaftliches　Archiv．

　　　（ドイツ）

13．　Economist．

　　　（イギリス）

14．牧畜雑誌

　　　（日本）

15．　Zeitschrift　fUr　Handels一（ドィッ）

　　　wissenschaftliche　Forschung．

16．　Wirtschaftsdienst．

　　　（ドイツ）

17．　Soziale　Praxis．

　　　（ドイツ）

18．　Economica．

　　　（イギリス）

18．　Fairplay．

　　　（イギリス）

20．　Zeitschrift　fUr　die　gesamte

　　　Staatswissenschaft．（ドイツ）

21．　Econometrica．

　　　（アメリカ）

21．　日本畜牛雑誌

　　　（日本）

23．社会政策時報

　　　（日本）

？

1

1900
以前

20

2

7

Ol－10

11

2

6

17

11一一20

1

1

1

14

1

2

4

21－25

2

5

3

9

1

3

26－30

12

14

1

8

2

13

2

11

8

6

31一一35

18

7

12

4

20

1

13

13

10

4

36－40

3

8

8

2

10

1

11

7

41－45

11

4

合計

36

35

33

32

31

28

26

25

25

24

21

21

20

1）　その前身であるZeitschrift　fUr　Volkswirtschaft，　Sozialpolitik　und　Verwaltung．及びZeitschrift

　fUr　Volkswirtschaft　und　Sozialpolitik．を含む。

　雑誌を引用文献のソースとして用いた調査結果におい

て，一番多く引用された雑誌がソースとして用いた雑誌

と同一であるというケースはよく指摘されるところであ

る。32）今回の調査結果では，対象誌「経済学論集」は39

回で第9位を占めるに過ぎないが，33）自著引用数を含め

ると一躍172回増えて211回となって第1位を占めるこ

とになってしまう。「経済論叢」も11回増えて57回とな

り第5位に上昇してしまう。その他，自著引用数を含め

ることによって日本の雑誌で順位が多少上昇するものも

でてくる。以上のことからも明らかなように，自著引用

のとり扱いには留意する必要があるであろう。

　引用雑誌と引用回数をみると，比較的少数の雑誌に多

くの引用が集中している一方，1度ないし2，3度しか

引用されない多数の雑誌が存在する。このことは，横軸

に引用数の多い順に工数を，縦軸に引用数の累積率をと

った図を描くと分かり易い。そこで，和雑誌と洋雑誌の

それぞれについて求めたデータ及び和雑誌と洋雑誌を一

緒にして求めたデータから，その図を描いた。（第5図）

　和雑誌（183誌）だけの場合，50％をカバー・…一・するには

18誌，80％をカバーするには73誌を必要とする。洋雑誌

（185誌）だけの場合，50％をカバーするには14誌，80％

をカバーするには42誌を必要とする。和雑誌と洋雑誌を

一緒（368誌）にした場合，50％をカバーするには25誌，

80％をカバーするには98誌を必要とする。他の調査結果

一一
@56　一一一



Library　and　lnformation　Science　No．　16　1978

と比べたものが第4表である。

F・引用雑誌文献の年齢：「戦前期」

　個々のケースは別として，大量現象としての文献利用

をみた場合，文献が発表された時点から時間が経過する

につれて文献の利川度は減少していく。この現象は文献

の情報内容と無関係に進行して行くために，34）図壽館に

おける雑誌の管理政策の決定に有効なデータを与えてく

れる。そのため，利用度の減少を測る単位として引用文

献の年齢というものがあみだされている。原田は，この

引用文献の年齢を“ある論文が発表されてから，この論

文を引川した論文が発表されるまでに経過した年数”35）

　　　　コ　　　i66’

と定義している。

第4表　引用数と誌数：比較用

今　　　　回

宮　　　　地

宮地・金沢

主題分野

経済学

　／／

　／／

誌数

368誌

344

458

50　0／o 80　90

25誌

25

24

98誌

120

114

80

50

累

積
率

。

　今回の調査でも，利用度減少を調べるために雑誌文献

についてその年齢を調査した。前に記したように，社会

科学においては非定期刊行物，特に単行書の役割が重要

脚
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第5図　引用文献の集中（雑誌）　「戦前期」
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引用文献の年齢と累積率（雑誌）：「戦前期」

70才

な部分を占めていることから，本来非定期刊行物の年齢

を調査することが望ましいわけであるが，引用文献の書

誌的記載がばらばら且つ不十分なものが多いので，雑誌

以外の年齢を計算することはできなかった。

　調査結果を示すために2つの図を描いた。第6図は

「戦前期」の年齢別引用数を表わしたもので，和雑誌と

洋雑誌のどちらの場合にも，年齢が1才の文献が1番引

用されており，それ以降多少の波はあるものの時の経過

とともに引用数は減少していっている。ここでは，和雑

誌・洋雑誌を問わず，0才の文献の引用数の多い点が，

注目されねばならない。

　但し，文献の年齢は，原稿を書き終えた時点ではな

く，雑誌で発表された時点で測られるので，原稿を書き

終えてから雑誌で発表されるまでの期間が問題となる。

「戦前期」の場合，36）半分以上の論文が脱稿日から1ケ

月以内に，大部分の論文が2ケ月以内に「経済学論集」

で発表されている。このように脱稿日から「経済学論集」

の発行までの期間が非常に短いことが，0才及び1才の

文献の引用数を多くしている要因のうちの1つであろ
う。

　もう1つの第7図は，引用文献と累積率の関係を表わ

している。通常，累積率50％をカバーするのに必要とさ

れる年齢，つまり“引用文献の半数がその間に現われて

いる期間”37）をmedian　citation　ageないしhalf－1ife38）

と呼んで，年齢を測る際の基準としている。そこで

median　citation　ageで表現することにした。

　今回の調査結果は，次のとおりである。

和 雑 誌

洋 雑 誌

和・洋　雑　誌

5・％（識盤age）

2．4才

5．　0

4．　2

90　90

32．1才

30．　5

31．　0

　つまり，和雑誌の場合，50％をカバーするには2．4才，

90％をカバーするには32．1才まで必要であり，洋雑誌の

場合にはそれぞれ5．0才，30．5才まで必要である。そし

て，和雑誌と洋雑誌を一一緒にした場合，全引用雑誌文献

の50％をカバーするためには4．2才，90％をカバーする

ためには31．0才まで必要である。

　この結果を，他の調査結果と比べると，第5表のよう

になる。そこでは次の点が注目される。第1に，定期刊

行物と非定期刊行物とを比較すると，非定期刊行物の

年齢の方が高くなっている。第2に，Science　Citation

ln　dexとSocial　Science　Citation　lndexのデータを比

べると，39）50％をカバーするために必要な年齢において

はほとんど差はなく，80％をカバ・・・…tするのに必要とされ

る年齢のところでその差は3年に拡がっている。このこ
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第5表引用文献の年齢の比較

調査寸

尺　回

宮　地

宮地・金
沢

Fletcher

Lovell

SSCI

SCI

主題分野

経済学

経済学

経済学

経済学

経済学

社会科学

科学技術

形 態

和・洋雑誌

定期刊行物・
非定期刊行物
定期・

非定期刊行物
非定期刊行物
定期刊行物

雑誌（1950）

雑誌（1960）

定期刊行物・
非定期刊行物
定期刊行物

定期刊行物・
非定期刊行．物＿．

定期刊行物・
非定期刊行物

50　90

4．2才

8以下

　10
　13
4才8ケ
月

備　考

90　90

31．0才

9090　61

　　　1匿
4以王190％22以下
．5以下igO　9・18

5　3／，

s　i／2

7以下i809019以下

7以下180％

P6肝

とは，median　citation　ageに関する限り，社会科学

と科学技術の差がほとんど存在していないことを物語っ

ているように思われる。40）

IV．調査対象と分析

　との関連で

わが国の経済学史

　引川文献が他の研究者の業積への依拠を示すものであ

るとするならば，我々は引用文献を数えることによっ

て，調査対象期間中に行われた研究がどの研究者’の，ど

んな業績の上に積み上げられていったかを知ることも可

能であろう。そこで，この章における集計と考察は，戦

前・戦巾期のわが国の経済学の研究動向の一端を知るこ

とを目的に，前章のそれとは違って，集計用に得たカー

ドの著者と書名・論文名に注目し，わが国の経済学史と

の関連のもとに進められる。

第6表　引用著者順位リスト（19回以上）　「戦前期」 （単位　回）

順位

1．

2．

3．

4．

5．

6．

7．

8．

9．

1　0．

11．

11．

1　3．

13．

15．

15．

17．

18．

18．

20．

21．

21．

21．

24．

名 前

Sombart，　W．（ドイツ）

Schumpeter，　J．（オース1・リア）

Wagner，　A．（ドイツ）

高田保馬（京都大）

Cassel，　G．（スウェーデン）

Schmalenbach，　E．（ドィッ）

Keynes，　J．　M．（イギリス）

Ammon，　A．（ドイツ）

Hicks，　J．　R．（イギリス）

Smith，　A．（イギリス）

Bdhm－Bawerk，　E．（オーヌ、トリア）

Walras，　M．　E．　L．（フランス）

Hayek．　F．　A．（オーストリア）

Wicksell，　K．（スウェーデン）

Pigou，　A．　C．（イギリス）

Marx，　K．（ドイツ）

Ricardo，　D．（イギリス）

Marsha11，　A．（イギリス）

Schmoller，　G．（ドィッ）

Weber，　M．（ドイツ）

Liefmann，　R．（ドィッ）

Edgeworth，　F．　Y．（イギリス）

Wieser，　F．（オーストリア）

Schneider，　E。（ドィッ）

1931－

　32

13

6

3

9

4

6

1

5

4

5

1

1

4

12

9

2

11

6

3

1

7

1

33－34

14

39

8

18

21

5

20

5

3

12

7

9

11

8

8

3

7

3

1

4

4

11

6

35－36

6

11

28

16

10

1

4

4

4

4

7

9

13

12

3

5

4

3

6

2

7

3

12

37－38

19

6

3

5

4

7

11

2

5

5

2

9

1

4

4

4

3

4

3

3

3

2

39－40

4

2

3

2

1

2

4

4

7

4

2

5

2

2

4

2

3

2

3

4

1

1

41－42

5

3

7

1

9

8

7

2

4

5

3

1

1

1

1

6

43－44

8

1

1

1

2

5

6

1

1

1

2

4

8

1

2

引用数／

　引用し
ている論文数

69／45

68／26

45／12

41／21

38／23

37／14

36／20

35／20

34／18

33／31

31／20

31／10

30／16

30／15

29／21

29／15

26／20

24／19

24／14

23／15

21／16

21／13

21／11

20／8
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順位

24．

2　6．

2　6．

2　6．

名 前

Oppenheimer，　F．（ドィッ）

Wagemann，　E（ドイツ）

Pareto，　V．（イタリア）

Brentano，　L．（ドイツ）

1931－

　32

15

3

1

33－34 35－36

2　1　1

2　1　1

9　1　6

2　1　4

37－38 39－40

3

3

2

41－42

7

3

43－44

1

5

引用数／’一

　引用して
いる論文数

20／7

19／17

19／13

19／10

　ここでは，集計にあたって次のような基準を採川した。

　①著者の引川添は実質論文のなかで引用された，その

　　著者の著作を単位に計算する。その際，反覆引湯・

　　自著引川は数に入れない。

　②著作単位で数えると，少数の人が少数の論文のなか

　　で特定著者の多数の論文を集中的に引用している場

　　合に，結果がゆがむ怖れがあるので，特定著者の著

　　作を引肥している実質論文の数を併記しておいた。

　③著作の引用数は，その著作を引用している実質論文

　　の数を単位に計算する。その際，自著引用は数に入

　　れない。

　1931（昭和6）年から1944（昭和19）年までの間に，

19回以1：引子された上位28名をリストし，各年＝巻ごと

の引用数を示したものが第6表である。この表から次の

ような点が注目される。

　第1に，SombartとSchumpeterの著作が，他の

研究者のそれを大きく引き離して利用されている。しか

し，SombartとSchumpeterを比べた場合，野川さ

れた回数ではそれぞれ69回，68回と差はないが，引川し

ている論文数でみると，それぞれ45論文，26論文と大き

な差が生じている。この差は，1つには，Schumpeter

の著作が主として理論関係の論文で引用されていたのに

対して，Sombartの著作は1つの分野に限られること

第7表　日本人を対象にした引用著者順位リスト

　　　（8回以上）：「戦前期」

　　　高　田　保　馬

　　　中　山　伊知郎

　　　中　西　寅雄

　　　本位田　祥　男

　　　栗　村　雄　吉

　　　本　居　宣　長

　　　大　塚　久　雄

　　　馬　場　敬　治

　　　波多野　　　鼎

　　　小　野　武　夫
L．T一一u一．

41回／21論文

15　／9

11　／9

10　／8

10　／6

10　／6

9　／7

9　／6

8　／7

8　／3

なく，広範囲に利用されていたことによるものである。

　第2に，京都帝国大学教授の高田保馬の著作が，三川

数41回，三川している論文数21論文と，外国人を含め

た順位の4番口を占め，他の日本人学者，例えば，日本

人だけを対象にしたリスト（第7表）の順位で2番〔か

ら5番目までを占める東京商科大学の中山伊知郎（15回

／9論文），東京帝国大学の中西寅雄（11回／9論文），

同大学の本位田祥男（10回／8論文），九州帝国大学の

栗村雄吉（10回／6論文）と比べると，いかに高田保馬

の著作が多く利用されていたかを知ることができる。

　第3に，当時の治安維持法体制のもとでのマルクス主

義に対する弾圧にもかかわらず，Marxの著作が，1931

（昭和6）年から1938（昭和13）年までの間に，15論文

に29回も引用されていたことは興味深い。但し，その際，

マルクスの著作を引川している人々のうち，マルクス経

済学者ないしマルクス経済学に近い人は極く少数で，非

マルクス経済学者ないし反マルクス経済学者が多数を占

めていたことに留意すべきである。なお，ここで，この

リストには含まれてはいないが，戦前期において“日本

の風土に定着をみた西欧経済学は，ひとりマルクス主義

経済学でありました／／41）と言われているマルクス学派を

みてみよう。（第8表）

　戦前・戦中期の治安維持法体制のもとでは，その弾圧

の強化によって，マルクス学派の文献の利用が引用文献

に正確に反映していたと考えることはできない。マル

クス経済学者ないしそれに近い人々は，1931（昭和6）

年以前に，マルクス経済学の文献を引用文献として表示

することを控える傾向にあったし，42）非マルクス経済学

者ないし反マルクス経済学者の場合でさえ，1938（昭和

13）年から1939（昭和14）年頃になると，マルクス経済

学の文献の引用を控えざるを得ない状況になっていたよ

うに思われる。43）この表で注目すべきことは，ロシアの

マルクス主義者，特にレーニンの著作がほとんど引用さ

れていないことである。

　第4に，1904年生れのHicksの著作が，18論文で34
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第8表　マルクス学派の年別引用数 （単位　回）

＿名．前

年　・31

　・1

Marx，　K（ドイツ）

Engels，　F．（ドイツ）

Bernstein，　E．（ドイツ）

Kautsky，　K．　J．（ドイツ）

Plekhanov，　G．　V．（Pシア）

Luxemburg，　R．（ドィッ）

Lenin，　V．1．（ロシア）

Hilferding，　R．（ドィッ）

Bukharin，　N．1．（ロシア）

12

4

1

1

’32

1

3

’33

2

1

1

1

’34

6

8

7

5

1

3

1

2

’35

3

2

1

5

’36

2

2

’37

3

1

1

1

1

1

’38 ’39

1

1

1

1

’40 ’41 ’42 ’43 ’44

1引用数：／所

用している
論文数

29／15

17／7

11／5

11／7

2／2

4／3

1／1

11／10

1／1

注）名前の排列は生年順

回と，当時の若手経済学者のなかでもずば抜けて利用さ

れている。このことは，Hicksが1930年代における近代

経済学のパラダイムの形成に決定的役割を果たすととも

に，ケインズの「一般理論」の紹介者として活躍したこ

と44）によるものであろう。

　第5に，第6表で挙げられた」1二位28名は，ドイツ人12

名，イギリス人7名，オーストリア人4名，スウェーデ

ン人2名，日本人，フランス人，イタリア人各1名に

よって構成されており，移住・亡命した者を除くなら

ば，45）アメリカ人は1人も入っていない。アメリカの経

済学は，1940年前後から本格的に展開し，興降に向

かい，戦後に世界をリードすることになったのであっ

て，46）1930年代までは，イギリス及びヨt一一一・・ロツパ大陸の

経済学の方が，少なくとも日本の経済学からみる限り，

優位を占めていたことが，そこに示されていると言えよ

う。

　第6に，ファシズム期を代表する経済学者の文献が，そ

れ程引用されていないことである。第9表のSombart，

Gott1－Ottlilienfeld，　Spannの3名は，ナチス・ドイツ

の時代に，ドイツの全体主義的経済学者によって，その

影響，意義からみて傑出していると評価された経済学者

である。47）しかし，少なくとも日本においては，通常

Gott1－OttlilienfeldとSpannを丁全体主義的」ない

し「政治的」経済学／／48）の代表者とみなしても，Sombart

をそこには入れていない。それ故，Sombartを全体主

義的経済学の代表者であるとみなして，彼の著作が非常

に多く利用されていることから，わが国においても全体

主義的経済学がかなりの影響力を持っていたとするこ

とは早計であろう。けれども，Gottl－Ottlilienfeldと

第9表　ドイツの経済学者の年別引用数　（単位　回）

名　前

年

Sombart，　W．

Gottl－
Ottlilients　feld，

　F．　von．

Spann，　O．

’3　1

1
’32

’33

1
’34

13　1　14

51　3

’35

1
’36

6

2

3

’37

1
’38

19

3

’39

i
’40

4

2

’41

1
’42

5

1

’43

1
’44

8

引用平

均用一u

ている
論文数

69／45

15／9

4／3

Spannの著作の利川を全体主義的経済学の影響力の指

標と考えることは，それなりに正当であるように思われ

る。1930年代に，Gott1－OttlilienfeldとSpannらの政

治経済学が非常に影響力を持ち，49）わが国においても流

行していたとされている。50）しかし，今回の調査結果だ

けでみるならば，それぞれ9論文で15回，3論文で4回

と，その利用は多いとは言えない。確かにそれらの著作

が当時の社会的・政治的状況のもとでもてはやされたに

しても，学問的な影響力は定着しなかったのではないで

あろうか。

　その他に，古典学派，歴史学派，等の学派別にみるこ

とも，また各国別にみることも可能であるが，ここでは

これ以上触れずに，次に，三川回数の多い著作のリスト

を示す。（第10表）

　このリストのなかでは，Smith，　Ricardo，　Mi11とい

う占典学派の代表的著作と，近代経済学系の著作が一ヒ位

の多くを占めている。

　以k，今回の調査結果の一一部を，わが国の経済学史と

の関連のもとに，若干の考察を加えて示したわけである

が，限られたソースから収集された少数のデータに基づ
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第10表　引用著作順位リスト（9回以上）　「戦前期」 （単位：回）

順位

1．

2．

3．

4．

5．

5．

7．

7．

9．

10．

10．

12．

12．

14．

14．

著 者

Smith，　A．

Walras，　M．E．L．

Sombart，　W．

Ricardo，　D．

Cassel，　G．

Marshall，　A．

Mill，　J．　S．

Schumpeter，　J．

Marx，　K．

Wicksell，　K．

Sombart，　W．

Bdhm－Bawerk，　E．

Schumpeter，　J．

Hicks，　J．R．

高田保馬

著 作 名　（発行年）

The　wealth　of　nations．　（1776）

E16ments　d’6conomie　politique　pure．　（1874－77）

Der　moderne　Kapitalismus．　（1902）

On　the　principles　of　political　economy，　and　taxation．　（1817）

Theoretische　Sozia16konomie．　（1918）

Principles　of　economics．　（1890）

Principles　of　political　economy．　（1848）

Das　Wesen　und　der　Hauptinhalt　der　theoretischen

Nationa16konomie．　（1908）

Das　Kapital．　（1867；　1885；　1894）

Vorlesungen　tiber　Nationa16konomie．　（1913－22）

Die　drei　Nationa16konomie．　（1930）

Positive　Theorie　des　Kapitals．　（1889）

Theorie　der　wirtschaftlichen　Entwicklung．　（19．12）

Value　and　capital．　（1939）

経済学新講（1929）

引用数

30

20

18

17

16

16

14

14

13

12

12

10

10

9

赴

くものであるために，必ずしも当時のわが国の経済学の

研究動向の一端を正確に反映しているとは言い難い。更

に，著者の選択，国の表記法，考察，等に関して不適切

な点を含んでいるかもしれない。また，個々の著者だけ

でなく，個々の著作を年ごとの推移のなかでみることも

必要であるし，他に，引用された著者・著作だけでなく，

引用されてしかるべき著者・著作がほとんど，ないし全

く引用されていない場合には，そのことを明らかにする

ことも必要であろう。

　しかし，ここでの目的はこれからのデータの積み重ね

のための手がかりを与えることにあるので，これ以上論

を進めることはせず，これらの問題点は今後の課題とし

たい。

V．　おわりに

　わが国の経済学の歴史の大部分は，西欧経済学の輸入

・紹介・咀囑の歴史であった。そのために，わが国の研

究者は国内だけでなく，国外の経済学の研究動向の影響

を強く受けることになった。特に1930年代から1940年代

半ばにかけては，国内においては社会的・政治的状況の

悪化によって，国外においては“経済学の第1の危機と

現代経済学の生誕”51）及び政治的・経済的危機の時代の

影響のもとで，わが国の経済学は大きく動樒していた。

　本稿では，このような変動期におけるわが国の経済学

者の文献利用パターン，及び当時の経済学の研究がどの

ような研究業績の上に積み上げられていったのかという

ことを明らかにする目的で，東京大学経済学会の機関誌

「経済学論集」（新巻）の第1巻・1931（昭和6）年から

第14巻・1944（昭和19）年までに掲載された論文430篇

において引用された文献について分析を加えてきた。し

かし，この調査結果は，ソース・ジャーナルを1誌に限

定したことによる制約を受けているように思われる。つ

まり，Line　and　Sandisonが指摘しているように，52）1

つのソースに基づく分析はソース・ジャーナルについて

何かを言うことはできるにしても，そのソースが属して

いる主題分野についてはほとんど何も言うことはできな

いということである。それ故，同じ期間を調査するにし

ても，経済学のなかの特定領域に限定し，書誌を利用し

て論文をランダムに選択する方法を採用することによっ

てより興味深い調査結果が得られたように思われる。

　最後に，本稿作成にあたって，資料を提供し，また有

益なアドバイスをして下さった一橋大学の細谷新治氏，

宮地幹夫（見記夫）氏，ならびに指導を受けた小林腓教

授に深く謝意を表する次第である。

　（この論文は，昭和52年度修士論文の一部に加筆修正

を加えたものである。）
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APPendix　引用雑誌順位リスト（9回以上）：「戦前期」（単位　回）

順位

24．

25．

25．

27．

28：・

28．

28．

31．

31．

31．

34．

34．

34．

34．

38．

39．

39．

39．

42．

43．

43．

45．

45．

45．

誌 名　（発行国）

Schiffbau．（ドィッ）

Review　of　Economic　Studies．（イギリス）

Wirtschaftskurve．（ドィッ）

国民経済雑誌（日本・神戸商大）

畜　産（日本）

Finanzarchiv．（ドイツ）　　’

Schriften　des　Instituts　fUr　Konjunkturforschung．（ドィッ）

Biometrika．（イギリス）

Journal　of　the　Roya1　Statistical　Society．（イギリス）

東洋経済新報（日本）

Betriebswirtschaft．（ドィッ）

エコノミスト（日本）

Wirtschaft　und　Statistik．（ドィッ）

Zeitschrift　fifr　Betriebswirtschaft．（ドィッ）

Wochenbericht　des　lnstituts，　fUr　Konjunkturforschung．

（ドイツ）

Journal　of　the　American　Statistical　Association．（アメリカ）

会　計（日本）

Vierteljahrsschrift　fUr　Sozial一　und　Wirtschaftsgeschichte．

（ドイツ）

生命保険会社協会会報（日本）

経済学研究（日本・九州大）

Revue　d’6conomie　politique．（フランス）

Bank．（ドイツ）

Hansa．（ドイツ）

Statist．（イギリス）

引用数

19

18

18

17

16

16

16

15

15

15

14

14

14

14

13

12

12

12

11

10

10

9

9

9
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　　tions，！！ノわz〃クzα1　0f　documentation，　vo1．25，　June
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　　編．op．　cit．，　P．587．）また，玉野井は，“1880年代に

　　はまだP一カルの域をでなかったアメリカの経済学
　　は，30年以降，とりわけ第2次大戦以降は，イギリ
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